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子ども家庭支援センター 

 

議案第２０号 

港区立母子生活支援施設条例の一部改正について 

 

港区立母子生活支援施設メゾン・ド・あじさい（以下「母子生活支援施設」と

いいます。）を活用した妊産婦等生活援助事業を実施するため、必要な規定を整

備します。 

 

１ 背景・課題 

孤立や貧困、ＤＶや若年妊娠などの複合的な問題を抱え、出産後の養育につ

いて、出産前から支援を行うことが特に必要な妊婦（以下「特定妊婦」といい

ます。）への支援の強化が全国的な課題となっています。 

国は、特定妊婦への支援を強化するため、妊産婦等生活援助事業の創設など

の内容を盛り込んだ児童福祉法の一部改正を行いました。（令和６年４月施行） 

区においても、子ども家庭支援センターにおける特定妊婦の相談受理件数

は増加しています。 

これらを踏まえ、頼るべき親族や居所がない特定妊婦が安心して子どもを

生み育てることができるよう、母子生活支援施設を活用した妊産婦等生活援

助事業を実施します。 

 

２ 条例改正の内容 

（１）母子生活支援施設で行う事業に「妊産婦等生活援助事業の実施に関するこ

と。」を追加します。 

（２）母子保護の実施に使用する居室数を区規則で定めることとします。 

（３）妊産婦等生活援助事業の実施に関する規定を整備します。 

 

３ 妊産婦等生活援助事業の主な内容 

（１）居室の提供 

母子生活支援施設（全１０室）の居室の一室を特定妊婦用の居室とします。 

（２）支援計画の策定 

子ども家庭支援センターの職員がみなと保健所の保健師と連携しながら

本人の意向を踏まえた支援計画を策定し、母子生活支援施設への入所につ

なげます。 
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（３）相談支援 

子ども家庭支援センターの職員、母子支援員及び保健師が連携し、妊娠出

産に関する相談等を行い、ニーズに即した適切な助言をします。 

（４）生活支援 

母子生活支援施設の母子支援員が健康管理や夜間の見守り、就労や行政

手続の調整など、様々な課題に寄り添い、支援します。また、健康相談、産

後ドゥーラ派遣、産後母子ケアなどの区の支援事業の利用を調整します。 

（５）出産予定病院との連携 

母子支援員及び保健師が出産を予定する病院と連携し、日常的な情報共

有を行うとともに、確実な妊婦健診等の受診を支援するなど、円滑かつ安全

な出産を支援します。 

 

４ 施行期日 

令和７年４月１日  
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子ども家庭支援センター 

 

妊産婦等生活援助事業の事業内容について 

 

 妊産婦等生活援助事業は、出産後の養育について出産前において支援を行うこ

とが特に必要と認められる妊婦(特定妊婦)等を、生活すべき住居に入居させ、食事

の提供や日常生活上の支援の調整、児童の養育に係る相談及び助言、関係機関との

連絡調整その他の必要な支援を行う事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業内容】 

 項 目 内  容 

１ 支援計画の策定 ・支援コーディネーターが対象者の意向を踏まえた

支援計画を策定 

・心身や生活の状況などを収集した上でアセスメン

トを実施し、具体的な支援内容や方法などを調整 

２ 相談支援 ・妊娠相談、子どもの養育相談、自立に向けた相談等

に対応し、対象者のニーズに応じた適切な支援を

行うなど職員の専門性を生かした助言等を実施 

３ 生活支援 ・入居又は通いによる居場所や食事を提供するとと

もに、衣類等の日用品の支給や貸与等の日常生活

上の支援を実施 

・対象者の心身の状況や環境等に応じて、日常生活及

び社会生活を営むための、適切な支援及び生活指

導等を実施 

４ 休日・夜間相談対応 ・事業所の開所日又は開所時間に相談することが困

難な対象者に対して、適切な相談支援を実施 

５ 心理療法連携支援 ・公認心理師等が対象者に心理療法が必要な場合に

適切な支援を実施 

６ 法律相談連携支援 ・弁護士等がＤＶ、養育費の確保など対象者の抱える

課題に応じた法律相談が必要な場合に適切な支援

を実施 

※ １～３は必須事業、４～６は任意事業 
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   ○児童福祉法（抜粋）                （昭和２２年法律第１６４号） 

第６条の３ （略） 

⑱ この法律で、妊産婦等生活援助事業とは、家庭生活に支障が生じている特定妊婦その他こ

れに類する者及びその者の監護すべき児童を、生活すべき住居に入居させ、又は当該事業に

係る事業所その他の場所に通わせ、食事の提供その他日常生活を営むのに必要な便宜の供

与、児童の養育に係る相談及び助言、母子生活支援施設その他の関係機関との連絡調整、民

法(明治２９年法律第８９号)第８１７条の２第１項に規定する特別養子縁組(以下単に「特

別養子縁組」という。)に係る情報の提供その他の必要な支援を行う事業をいう。 
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